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総説

大木秀一１§，彦　聖美１

ユニバーサルデザインと公衆衛生学的アプローチの類似性

概　要
　ユニバーサルデザインは，全ての人にとって，可能な限り使いやすい製品や環境をデザインすると
いう考え方（概念）であり，1980 年代に建築や工学分野から広がった．バリアフリーとユニバーサル
デザインを対比すると，製品や建築物などの利用に困難がある一部の利用者に対する対応と利用者全
体に対する対応としてとらえることができる．両者は二者択一的な概念ではなく，今後はユニバーサ
ルデザインを前提として，状況に応じてバリアフリーで補完することが重要である．両者の関係は，
公衆衛生学でいえばハイリスクアプローチと集団アプローチの関係，あるいは 2 次予防・3 次予防と
1 次予防の関係に類似する．ユニバーサルデザインの考え方は，分野と対象を超えて様々な広がりと
波及効果をもたらした．保健医療分野における地域参加型実践研究や当事者支援活動においても，ハ
ード（物理的側面）とソフト（人的側面）の両面において有用な示唆を提供する．
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１．はじめに
ユニバーサルデザイン（Universal Design: 

UD）は，「誰にでも使いやすいモノづくり」を
目指し，建築やデザイン工学の分野で発展した考
え方である 1-7）．その概念や原則，合理性などが
網羅的，集中的に整理され，主としてアメリカの
社会福祉政策領域で関心を集めてきたのはここ
20 ～ 25 年のことである．その発展プロセスは障
がい者差別の撤廃，高齢者などのいわゆる社会的
弱者への配慮，社会的公正の実現などを背景とし
ている 1-7）．日本でも 1990 年代後半から急速に広
まってきた 1-3,5）．なお，「障害」の「害」の字は，
公文書などではひらがな表記の自治体が増えてい
るので本論文でも原則「障がい」と表記するが，
法律名などの固有名詞は，元の名称通り記載する．

以下では UD やバリアフリー（Barrier-Free：
BF）の概念について概説するが，決してこれが
唯一の考え方ではない．その考え方の多様性は
川内 2）に詳しい．実際には，BF，UD 以外にも
デザインフォーオール（Design for All），イン
クルーシブデザイン（Inclusive Design）など類
似の概念が複数あり 7-9），その範疇を規定し論ず
ることは哲学論争に近い 10）．問題は UD などの
考え方をどのように活用するかであり，微妙な
相違にこだわり，これを論じる意味は少ない 10）．
また，無条件に日本で同じ考え方を用いること

も難しい 1,2,11）．
UD の考え方は，高齢化を踏まえ利用者（ユー

ザ）全体を対象とする点で，公衆衛生学領域にお
ける集団アプローチ 12）と類似性を見出せる．そ
れ以外にも当事者（地域住民）参加，コミュニティ
あるいは社会変革などをキーワードとした場合
に，どちらかといえばモノづくりに重点を置く
UD と，ひとづくり（パートナーシップ形成やエ
ンパワメント）に重点を置く地域参加型実践研究

（Community-Based Participatory Research：
CBPR）13,14），あるいは当事者支援という，一見
関係のない領域との接点も見出せる．なお，
CBPR とは，ニーズの把握から計画，実施，評
価に至るまで全てのプロセスで，地域の人々や当
事者が参加して協働する研究手法（ないしアプ
ローチ）である 13,14）.

集団全体へのアプローチの効果が再認識され，
地域住民の力を取り入れた予防やケアの重要性が
指摘される現在，UD は今後日本における保健医
療分野でも有用な思考ツールとなる可能性があ
る．今回，主として UD 発展の歴史的経緯を紹
介するとともに，当事者支援を念頭に置いた，公
衆衛生学における集団アプローチとの関連を論じ
た．UD に関する基本的な書籍はほぼ網羅してい
るので，関心のある方は原典に進まれるとよい．
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２．ユニバーサルデザイン
２．１　ユニバーサルデザインの起源と定義

UD の概念を提唱したのは，ロナルド・メイス
（1941-1998）である 1-7）．彼はアメリカのノース
カロライナ州立大学ユニバーサルデザインセン
ター所長で，建築家，製品デザイナーである．同
時にポリオの後遺症で電動車椅子と酸素ボンベを
使っていた 2）．BF の仕事をする中でその限界を
感じるとともに，1970 年代くらいから UD の考
え方を持ち始めた．1985 年に Designers West
誌で UD の考え方を公表した 15）のが UD の起源
であるとする文献が多い．ロナルド・メイスによ
れば UD とは，「適応の必要もなく，特殊なデザ
インでもない，全ての人々が，可能な限り最大限，
使うことのできる製品，環境のデザイン」であ
る 8）．

UD の定義や原則には障がい者や高齢者という
表現は見られない．全ての人は一生のうちに何ら
かの障がいを持つ可能性があり，そうした状況で
も対応可能であるデザインの重要性を訴えたので
ある．これは，障がい者を特別扱いせず，誰もが
使えるデザインが重要だという発想である．

参考までに 2006 年 12 月に採択された国連の
障害者権利条約（後述）における UD の定義を
示す．同条約第 2 条では，”Universal design” 
means the design of products, environments, 
programmes and services to be usable by all 
people, to the greatest extent possible, without 
the need for adaptation or specialized design. 
“Universal design” shall not exclude assistive 
devices for particular groups of persons with 
disabilities where this is needed 16）.「ユニバー
サルデザインとは，調整又は特別な設計を必要と
することなしに，可能な最大限の範囲内で，全て
の人が使用することのできる製品，環境，計画お
よびサービスの設計をいう．ユニバーサルデザイ
ンは，特定の範囲の障害のある人向けの機能を備
えた補助器具が必要とされる場合には，これを排
除するものではない」（障害のある人の権利に関
する条約　川島聡，長瀬修仮訳〈2008 年 5 月 30
日付〉）9）としている．この時点で，UD には製
品や環境（建築物など）のようなハード面（モノ）
だけでなく，「サービス」というソフト面（ひと）
の考え方が含まれていることがわかる．

２．２　ユニバーサルデザインの７原則
ロナルド・メイスが所長を務めたノースカロラ

イナ州立大学ユニバーサルデザインセンターで
は，環境，製品，コミュニケーションを含む，デ
ザインに関わる幅広い領域の指針となることを目
的に UD の原則を整理してきた 17）．1997 年に公
表した UD の 7 つの原則，①誰にでも公平に使
用できること（公平性），②使ううえでの柔軟性
が高いこと（自由度，柔軟性），③使い方が簡単で，
直感的に使用できること（単純性），④必要な情
報がわかりやすく理解しやすいこと（情報理解
性），⑤ミスに対して寛容であること（安全性），
⑥身体的負担が少ないこと（省体力），⑦使用す
るために必要なサイズと空間があること（スペー
ス確保），が広く知られている 1-11,18）．

日本では，この分野の先駆者である古瀬 3）が，
良いデザインの原則として，①安全性，②アクセ
シブル，③使いやすさ（ユーザブル），④アフォー
ダブル（価格妥当性），⑤サステイナブル（持続
可能性）の 5 点（ないし，必須ではないが，⑥審
美性）を挙げている．BF との違いを明確にする
項目として価格妥当性の重要性を強調している．
即ち，不便なものを後から改善するのは非常にコ
ストがかかるということである．清水 6）は UD
のポイントとして，①立場の違いを理解する，②
より広い視野の中で考える（広い分野からの参
入），③『みんなが使える』『「危ない」をなくす』

『使い方が選べる』など 13 の着目点を挙げている．
川崎 5）は 7 原則を基本としたうえで，批判的検
討を行っている．例えば，単純性が強すぎれば使
い勝手を学び取る力は落ちるし，情報理解性が高
まれば情報を取捨選択する能力（情報リテラシー）
は高まらない． 

以上の様に，UD の満たす要件は研究者あるい
はデザイナーにより様々である．オリジナルの 7
原則にしても，必ずしも全てを満たす必要はな
い 2）．また，状況によってはメリットとデメリッ
トが相反することもある．むしろ，原則を満たし
ているかを絶えず意識する姿勢が大事である．結
局，UD とはある特定された結果（製品）ではな
く，絶えず考え，改善を続けていくプロセスであ
り 4,7），常に過去の成果との比較級（「より」良い）
で語られる 2,4）ものである．

２．３　ユニバーサルデザインとバリアフリー
UD と混同されやすい概念である BF について

説明しておく．1974 年 6 月のバリアフリーデザ
インに関する専門家会議（国連障害者生活環境専
門家会議）において，報告書『バリアフリーデザ
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イン』19）が作成され，BF という言葉が広く知ら
れるようになる 9）．ここでは障壁を「物理的障壁」
と「社会的障壁」とに分類し，これを除くために
は社会的な意識の変革が必要だとしている 4,7）．
そのような障壁を作り出す原因は，Mr. Average
なる架空の人物（絶対数でいえば全体の一部であ
る標準的な成人男性）を想定し製品や建築物を
作ってきたことである 1,4,7）．BF では障がい者や
高齢者など，ある特定の人の利用を妨げている障
壁（バリア）を除去する（フリー）ことを目指し
ている．

ロナルド・メイスも最初は，BF の概念で活動
していたが，次第に，標準的な成人男性向けに作
られたまちやモノに対し，後付けでバリアを除去
することの限界に気づく．そして，BF 環境はあ
まりにも障がい者のみに特化し，かえって障がい
のある人とない人を区別し，意識させる場面を生
じさせた．川内 2）はこれを「特別扱い」から派
生する「障害の強調」と「障害の隠ぺい」による

「バリアの再生産」という概念で説明する．
使えないモノ（－：マイナス）を使える（0：

ゼロ）ようにするのが BF であり，使える（0）
状態がアクセシブルであり，使えるモノをより安
全で安心で快適な状態まで高める（＋：プラス）
のが UD である 2）．なお，アクセシビリティが確
保されたうえでの，使い勝手の良さのことをユー
ザビリティという 4,7,8）．以上の関係を図 1 に示す．
なお , 社会的包摂（Social Inclusion）とは国民一
人ひとりを社会の構成員として取り込むことであ
り，反対に何らかの原因で個人や集団が社会から
排 除 さ れ て い る 状 態 が 社 会 的 排 除（Social 
Exclusion）である．

BF が特殊解である一方，UD は一般解を求め
ており，両者のバランスの難しい判断を迫るのが

UD の本質である 3）．あるいは，BF が問題提起
解決型デザインであるとすれば，UD は発想型デ
ザインである 20）．出来上がったデザインが同じ
でも，BF と UD では目指すところが少し異な
る 8）．また，BF では利用に伴う経験の質（経験
の共有）は考えないが，UD では経験の質を問題
にする 2）．

２．４　ユニバーサルデザインの思想的背景
UD の総論（正当性）は障がいのある人や高齢

者の社会参加という文脈で語られることが大半で
ある．そこでは，高齢者は軽度の複合障がい者と
され，誰でも状況によっては障がい者と同じ経験
をするという説明がなされる．

国連では 2006 年に「障害者の権利に関する条
約（障害者権利条約）」が採択された 8,9,16,18）．日
本政府は 2007 年に署名したが，権利条約の要求
と国内法や制度が整合していないため，国会によ
る批准が遅れた．2011 年の障害者基本法改正，
2013 年 6 月の「障害を理由とする差別の解消の
推進に関する法律（障害者差別解消法）」の成立（施
行は 2016 年 4 月）などを経て，2014 年 1 月に，「障
害者権利条約」に批准した 16）．障害者権利条約
では，従来の医学モデルではなく社会モデルで障
がいをとらえている 8,9）．医学モデルでは，障が
いはその人の特徴（目が不自由であるなど）から
生じるとするが，社会モデルではその人の特徴で
社会活動に参加できないのであれば，それは社会
の仕組みに問題があり，社会との関わりの中で障
がいが生み出されると考える．

障害者差別解消法では，障がい者に対する不当
な差別的取扱いは禁止され，障がい者への合理的
配慮が，国の行政機関，地方公共団体では法的義
務，民間事業者では努力義務となる．この場合の
合理的配慮とは，障がい者の個別的又は具体的な
ニーズに対するサービスの提供である 8）．

ただし，かつてのハートビル法（「高齢者，身
体障害者等が円滑に利用できる特定建築物の建築
の促進に関する法律」1994 年制定，2006 年廃止）
のように当事者の権利の裏付けのない技術法で
は，モノづくりが目的になる 1,2）．アメリカの場
合には，公民権運動に端を発する公民権法（1964
年），リハビリテーション法（1973 年），アメリ
カ障害者法（Americans with Disabilities Act：
ADA，1990 年）と人権や差別そのものを禁止す
る考え方，あるいは「平等な社会参加」という意
識とそれを支持する法律（とその改正）とが背景

図１ バリアフリー，ユニバーサルデザイン，
アクセシビリティ，ユーザビリティの関係
（文献2を参考に作成）

利用不可能

バリアフリー ユニバーサルデザイン

利用可能 安全
安心
快適

＋－ 0

アクセシビリティ
（使える）

ユーザビリティ
（使いやすさ）

社会的排除 社会的包摂

障壁あり 障壁なし

図１　�バリアフリー，ユニバーサルデザイン，アク
セシビリティ，ユーザビリティの関係

　　　（文献 2 を参考に作成）
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にありユニバーサル（技術規程）の考え方が広がっ
ている 1,4,21）．ロナルド・メイスが UD を提唱した
のにはこうした背景がある 8,9）．ただし，UD が
法的背景の影響を受けつつ発展してきたことは事
実だとしても，これだけで発展したわけではな
い 2）．例えば，UD（あるいは 7 原則）と ADA
の関係に関していえば，ADA が UD の法律であ
るとする立場よりも，否定的な立場が多い 2）と
いわれる．その主たる理由は，法は最低限のアク
セシビリティを規定するものであり，UD はそれ
以上に踏み込んでユーザビリティを追求する立場
だからである 2）．また，ADA はあくまでも「障
がいを持つアメリカ人」法であり，UD は対象者
を限定しないというのが基本的な立場である 2）．
アメリカにおける思想的，法的背景と UD の発
展の経緯については川内 22）が詳細に論じている．

日本の場合には，国民に人権意識や差別撤廃意
識が十分に育たない段階（育てる努力を徹底しな
い段階）で，環境を UD にするといっても，基
準に合わせて製品を作ること自体が目的となり，
利用の保証まで約束されない可能性も残る 2）．

UD の 7 原則は使用を前提とした製品や建築物
のデザインを指すものであり，ユーザのサポート
やコミュニケーションまでは言及していない 21）．
日本では 1990 年代後半以降 UD が広まるが，コ
ミュニケーションや人的サポートなどの取り組み
が十分に検討されることは無かった．以上を背景
に，井上 21）は UD のハード面だけでない，ソフ
ト面を担う役割をユニバーサルサービスという概
念で提唱している．関根 7,9）もサービスの UD（こ
ころの UD）の重要性を指摘する．ただし，井
上 23）の提示するサービスはどちらかというと障
がいがある人に対する接し方，あるいは一般的な
接遇や接客のニュアンスが強い．

２．５　当事者（ユーザ）参加という考え方
UD では従来の，どちらかといえばデザイナー

主導のモノづくりから，ユーザのニーズに合わせ
たモノづくりをするという大きな発想の転換があ
る．UD では，製品やデザインの企画や開発から
評価に至るまでユーザ参加を前提としている．障
がい者や高齢者だけでなく，様々な不便や不自由
さ（使い勝手の悪さ）を一番よく感じるのは，ユー
ザである場合が多い．もちろん個人差はあるが，
多くのユーザの意見を集約することで新たな課題
が発見される．このような場合に，ワークショッ
プやフォーカスグループインタビュー，参加観察，

自由討論，質問紙調査など既存の様々な手法を用
いる．

従って，例えば高齢者が使いやすい製品を開発
するのであれば，老年学の研究を進め，高齢者の
身体，認知，精神機能に対する理解を一層深める
とともに，高齢者を巻き込み生の意見を取り入れ
たモノづくりが大切になる． 

以上の考え方は，モノづくりから保健医療サー
ビスに比重を移せば，地域参加型実践研究

（CBPR）13,14）と呼ばれる研究手法と類似する．

２．６　インクルーシブデザイン
ヨーロッパでは UD よりもインクルーシブデ

ザインと呼ばれる傾向にある 9,24,25）．インクルー
シブデザインという用語が初めて用いられたのは
1994 年 で あ る と さ れ 24,25）， 前 述 の social 
inclusion（社会的包摂）を理念に掲げている．平
井 24）によれば，身体機能からスタートした UD
に対し，インクルーシブデザインでは，シングル
マザーなども含めた非常に多様な人々の社会的排
除の解決をテーマにしている．また，UD が機能
性を重視するのに対して，インクルーシブデザイ
ンが強調するのは，心理的な価値レベルの満足度
であるとする立場もある．UD では建築やプロダ
クトデザイン以外の，例えばデザインサービスな
ど，他の分野との関係を持つことは殆ど探求され
ていないという指摘もある 24,25）．

しかし，現段階ではインクルーシブデザインに
関する国内の文献情報（学術書や学術論文）が不
足しているので，今回は UD という一定の支持
を得ている考え方（概念）を検討した．インクルー
シブデザインの今後の発展が期待される．

３．情報環境とユニバーサルデザイン
保健医療サービスや当事者支援における情報格

差（デジタルデバイド）の存在はそのまま健康状
態や生活満足度などの良否に結びつくと考えられ
る．一般に，UD は障がい者，高齢者との関係で
語られることが多いが，状況依存的に同じ立場に
なることは誰にでも起こりうる．著者らは，長年
の実践経験から健康課題を持つ当事者支援の対象
を，①情報が十分に届き活用できる層，②情報は
届くが活用できない層，あるいは活用しない層，
③情報そのものが届かない層，に分類し，特に③
の層に如何に情報を提供するかが重点課題の一つ
であると考えている 14）．より一般的には，情報
の絶対的不足と分布の偏りを是正する必要がある
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といえる．この点において情報環境やウェブ環境
の UD 化は有効であると思われる．さらに，前
述のアメリカにおけるリハビリテーション法の改
正（1998 年，第 508 条）では，公共調達（公的
機関におけるモノの購入）における機器のアクセ
シビリティを義務付けており 9），この影響はアメ
リカだけでなく日本にも波及していくと考えられ
ている 9）．従って，情報関連分野が UD を最も進
めやすい分野の一つであるといえる 2,8）．以上を
背景に，情報環境の UD 化 8-10,26,27）を別途取り上
げ概説する．

広い意味での健康課題を抱える人が情報を入手
する方法は様々である．しかし，ローカルな情報
をタイムリーに知ることができるという点で，パ
ソコンや携帯電話，タブレット端末を用いたデジ
タル情報（主にインターネット情報）の重要性は，
今後ますます増加する．現在，インターネットに
よる情報発信と情報収集は当事者支援においても
有力なツールである．従って，その考え方の基本
的な理解が必要になる．

以下では，多くの文献と同様に高齢者や障がい
者を中心にした考え方で説明するが，一番不自由
さを感じている人に対処した考え方が，多くの部
分で一般ユーザにも有効である．情報環境の中で
も特にインターネット環境に関する UD 化は著
しい．

３．１　ウェブユニバーサルデザインの背景
内閣府の平成 21（2009）年度「高齢者の日常

生活に関する意識調査」28）によれば，「日常生活
情報源」で，「インターネット，携帯電話」が，
過去の調査と比較すると顕著に増加している． 

総務省の平成 25（2013）年「通信利用動向調
査」29）によれば，インターネットの人口普及率
は 2013 年末で 82.8% であり，インターネットは
今や社会インフラストラクチャー（インフラ）の
一つといえる．

2013 年末には 65 歳以上の高齢者割合は 25%
を超えており，4 人に 1 人は高齢者という超高齢
社会に突入している 30）．上記調査 29）で，2009 年
末と 2013 年末の年齢階級別インターネット利用
率を見ると，65 歳以上の年齢層では，他の年齢
層よりも利用率そのものは，年齢階級とともに低
下するが，5 年間での利用率の増加が顕著である．
例えば，2013 年末では 70 歳代の利用率は 50%
近く，80 歳以上でも利用率が 25% ほどである．
高齢者は一般に，知覚，運動，認知機能が低下し，

ウェブコンテンツの利用が難しくなるため，高齢
者の人口増加とインターネット利用率の増加を考
慮すれば，高齢者に配慮したウェブデザインが重
要であることがわかる．

次に，障がい者のインターネット利用を確認す
る．厚生労働省の平成 23（2011）年「生活のし
づらさなどに関する調査（全国在宅障害児・者等
実態調査）」8,31）によれば，在宅の障害者手帳保
持者は 480 万人弱であり，大多数は身体障がい
である．そして，障がい者の 6 割が高齢者である．
加齢に伴う障がいが急増している 31）．

総務省の平成 24（2012）年「障がいのある方々
のインターネット等の利用に関する調査研究」8,32）

によれば，障がい者全体のインターネット利用率
は 53% であり，身体障がい者に限れば 8 割以上
が利用している．この結果は，今や障がい者にとっ
てもインターネットによる情報収集（と情報発信）
が日常生活に必要不可欠になっていることを示し
ている．

人は誰でも高齢者になる．また，何らかのきっ
かけで障がい者にならないともいえない 18）．さ
らに，いわゆる健常者の日常生活においても目や
耳が使えない，あるいは使わないで済む方が良い
状況が存在する 8）．障がい者が使えるデザインに
なっていれば，支援技術を使って，より多くの人
が情報を便利に扱うことができる．

３．２　ウェブユニバーサルデザインとは
誰もが簡単に使えるように配慮されたウェブコ

ンテンツのデザインをウェブ UD という 8）．これ
には，前述したアクセシビリティとユーザビリ
ティの 2 側面が含まれる 4,8,9）．詳細は割愛するが，
アクセシビリティとは，全ての人が同等に目的の
情報にアクセスできる度合いを表す．ここでいう
全ての（All）人とは「みんな，あらゆる人，多
様な人がそれぞれに」という意味であり，決して

「全員（が一律に）」ということではない．さらに
重要なことは，「到達することができるか」だけ
でなく，そこでの目的が果たせることまでを含む
概念だということである 9）．一方，ユーザビリティ
とはユーザにとっての使いやすさ，使い勝手の良
さを表す尺度である．ユーザビリティは，アクセ
シビリティが最低限確保されてからの，更なる使
いやすさを表す．これは，人と製品の間の関係性
をデザインするヒューマンインターフェイスデザ
インの分野では大変重要な概念であり 9），多くの
ユーザにわかりやすい形，色，見え方，動き方を
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決めるうえで欠かせない．アクセシビリティと
ユーザビリティは日本工業規格（JIS）で規定さ
れているものの明確な境界はなく，その境界は考
え方あるいはユーザ自体によって異なる 8）．

３．３　�ウェブユニバーサルデザインの考え方と
実現プロセス

ユーザにとって使いやすい，使えるウェブコン
テンツをデザインするためには，ユーザをよく理
解していることである．高齢者や障がい者を知ら
ずに UD を実現することはできない．これを解
決する一つの方法として，「人間中心設計プロセ
ス」がある 8）．また，一度作れば終わりではなく，
対象ユーザの製品評価，意見や要望を抽出し，改
善を繰り返し，使いやすくしていく．その際，各
ユーザの個人的経験から出た意見なのか，その製
品やユーザ層に対し本質的な課題を提起している
のか，評価者はその点を見極めるセンスと経験が
必要である 9）．ウェブ UD を実現し，維持向上す
るには，企画から評価までを一連のプロセスとし
てとらえる必要がある 4,7）．

高齢者がウェブコンテンツを利用する妨げに
なっているのは，単に知覚，運動，認知機能の低
下だけではない．ウェブに対する知識や経験その
ものが不足していることが挙げられる．誰にでも
ウェブコンテンツが使えるようにするためには，
ユーザがそれらを使えるだけの，最低限のリテラ
シーを持つ必要がある．従って，技術的側面だけ
でなく，ユーザも同時に進歩していくこと，そし
てその支援をすることが必須である 8）．

４．�公衆衛生学の視点から見たユニバーサルデザ
イン

４．１　�医中誌より見たユニバーサルデザイン研
究の量的把握

医中誌 Web でユニバーサルデザイン（又は，
ユニバーサル・デザイン），バリアフリー（又は，
バリア・フリー）をタイトルか抄録に含むあらゆ
る種類の文献を検索した結果が図 2 である（2014
年 9 月 8 日現在）．UD に関する文献は 286 件で
あり，初めて UD の文献が医中誌に出たのは
1999 年である．2005 年以降 UD に関する報告が
一定数を維持するとともに，近年 BF に関する文
献が激減したことがわかる．今後は UD という
名称が主になると思われる．論文の種類でいうと，
解説・総説が 120 件，会議録が 108 件，原著が
36 件，その他 22 件であり，純粋な研究の数は少

ない．また，解説・総説は大半が数ページ以内の
実践例や経験談，現状報告であり，理論的側面を
扱った文献は少ない．

UD に関する文献の内容を大きく分類すれば，
①製品（食品，薬品，機器など）に関する文献が
83 件，②公共の建築，居住空間，作業環境，快
適環境に関する文献が 64 件，③まちづくり，地
域づくり，交通，行政に関する文献が 37 件，④
医療現場における応用に関する文献が 28 件，⑤
情報，ウェブ，携帯電話に関する文献が 21 件で
あり，その他に色彩（カラーUD），UDの意義，サー
ビスに関する文献などが 53 件あった．内容や著
者の重複が多く，分類も多分に恣意的であるが，
UD の考え方を保健医療サービス，公衆衛生学に
応用するという観点から検討した文献は，調べた
限りでは見当たらなかった．また，UD およびそ
の周辺領域をタイトルに含む書籍（BF のみを
扱っている書籍は除く）は 30 件程度見出せたが，
調べた限りでは公衆衛生学との関係を直接論じた
記述は見当たらなかった．

４．２　公衆衛生学におけるハイリスクアプローチ
無条件に UD は良いとみなされがちである．そ

のため，実際の有効性や経済効果に関する理論的
考察は少ない．以下，公衆衛生学の考え方を援用
して UD と BF に対する若干の検討を行う．その
概要は図 3 に示す通りである．

UD が「全ての利用者」を対象にするという意
味では，集団全体の健康レベルの向上を目的とす
る公衆衛生学の考え方に類似する．かつて公衆衛
生学では，ハイリスクアプローチと呼ばれる戦略
を主に用いてきた 12）．これは，健康診断などで，
健康を害するリスクが大きい「個人」を特定し，
個別に健康を害するリスク因子の除去を図る戦略
である 12）．この手法は特定の疾患に関しては大
きな成果を収めたが，生活習慣病を中心とする現

図２ ユニバーサルデザイン，バリアフリーに
関する論文の年次推移
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図２　�ユニバーサルデザイン，バリアフリーに関す
る論文の年次推移
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在の重要な疾患ではその限界を指摘されてい
る 12）．その最大の理由は，リスク因子（例えば，
血圧などの検査値異常）が単峰性で連続的に分布
する場合には（理論的には正規分布を仮定するこ
とが多い），リスクと非リスクの境界が明確でな
いからである．

４．３　公衆衛生学における集団アプローチ
ハイリスクアプローチを補完する考えとして

1990 年代に登場したのが，集団アプローチと呼
ばれる戦略である 12）．リスク因子が正規分布を
仮定できる場合には集団全体に働きかけて，集団
全体でリスク因子を低減させる方が，結果として
は多くの人の健康を向上し得るというものであ
る 12）．

一般に，リスク因子の分布として正規分布を仮
定した場合に（右）端（ハイリスク者）に集中的
に対処するのがハイリスクアプローチであり，正
規分布の山そのもの（集団全体）を左に動かす（集
団全体のリスクを減じる）のが集団アプローチで
ある（図 3）．現在の厚生労働省の生活習慣病予
防対策や介護予防対策などの健康格差是正の基本
的な考え方 33）は，集団アプローチを主とし，状

況に応じてハイリスクアプローチを併用するもの
である．

ただし，集団アプローチとハイリスクアプロー
チはあくまでも相対的かつ階層的な概念であると
考えられる．例えば，子どもの育児を考えた場合
に，一度に二人以上の児を育てる多胎育児家庭は，
育児家庭全体の中では，育児不安や育児困難の頻
度が高いハイリスクグループになることが知られ
ている 14）．しかし，いきなり集団アプローチで
育児状況全般の改善を目指しても，多胎育児家庭
の負担を除くことは難しい．この場合，まず多胎
育児家庭全体を母集団と考え，その育児状況の改
善に取り組む方が効果的である 14）．

４．４　�ユニバーサルデザインがバリアフリーよ
りも有効な理由

以上の考え方を BF と UD に適用してみる．健
康格差をアクセスの格差や社会参加の格差と置き
換えるとわかりやすい．BF の発想は，（明言し
てはいないという立場もあるが）障がい者や高齢
者などを主な対象に想定し，事後的にバリア（リ
スク因子）を除去する発想であり，ハイリスクア
プローチに類似する．除去すべきバリアが明らか

バリアフリー
障壁を感じる人のために

障壁を取り除く
（ハイリスクアプローチ）

図３ ユニバーサルデザインとバリアフリーの関係を公衆衛生学的アプローチの視点から示す概念図
（文献2,10,12,14を参考に作成）

この図を身体機能の面から見れば, 右に行くほど身体機能が低下することを意味する．
便宜的に適応可能を健康，適応不可能を疾病と考える．

ユニバーサルデザイン
多くの人が使いやすくする

（集団アプローチ）

使いにくさ, 困難の数

高齢化
使いにくさを感じる人が増える
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標準設計

能可不応適能可応適に計設準標

図３　ユニバーサルデザインとバリアフリーの関係を公衆衛生学的アプローチの視点から示す概念図
　　　（文献 2,10,12,14 を参考に作成）



石川看護雑誌 Ishikawa Journal of Nursing Vol.12, 2015

− 8 −

な場合には効果が大きいが，これだけでは対処し
きれない場面は多数ある．UD の考え方は，障が
い者や高齢者だけでなく，最初から利用者全体を
対象に考えており，集団アプローチに近い．つま
り，誰もが高齢者になるとともに，予期せぬ障が
いを有する可能性もあるので，最初から全体を対
象にするのである．

一般に 65 歳になると自動的に高齢者と呼ばれ
るが，例えば身体機能に関して，自然の加齢であ
れば 64 歳と 65 歳で極端な差異を見出すことは
難しい．明らかにいえることは 20 歳に比べ 65
歳では身体機能が衰えることである．この場合，
加齢現象の個人差を考慮すれば，65 歳という年
齢で一律に高齢者と非高齢者に分類して高齢者の
問題として論ずるよりも，加齢現象による身体機
能や精神機能などの連続的低下としてとらえた方
が合理的である 2,10,27）．従って，65 歳以上（高齢者）
になると UD の恩恵を受けられるという議論に
は意味が少ない．図 3 で示すように高齢化とは，
状況的には UD と逆方向を向くものである． 

障がいに関しても，同様である．例えば，視力
や聴力の低下などによる生活上の不便さも連続的
にとらえた方が適切な場合が多いと思われる．

UD と集団アプローチの類似性を直接指摘する
文献は見出せなかったが，比較的近い考え方とし
て川内 2）は「バリアフリーは治療で，ユニバー
サルデザインは予防」と例えている．公衆衛生学
では，疾病発症前の健康増進を 1 次予防，自覚症
状がない段階の疾病の早期発見・早期治療を 2 次
予防，疾病発症後の悪化防止，再発防止，リハビ
リテーションを3次予防という．比喩的にいえば，
BF は製品や建築物の使いにくさに対する 2 次予
防や 3 次予防に相当し，UD は最初から製品や建
築物が使いにくさを生じないようにする 1 次予防
に相当する．なお，集団アプローチが 1 次予防，
ハイリスクアプローチが 2 次予防に近い考え方で
ある．1 次予防から 3 次予防のいずれもが健康保
持や健康増進に必要であるが，より根本的，効果
的な予防は 1 次予防である．以上より，高齢者な
ど社会参加への不利がある集団に対して，その格
差を是正（減少）する際に，UD は BF と比較して，
有効な考え方であり実践であるといえる．

ただし，理論的には集団アプローチの優位性は
示せても，その効果を定量化することは難し
い 12）．UD は「当たり前すぎて，利用者にはどう
すばらしいのかわからない」という指摘 3）は，
集団アプローチが内包する「個人レベルで効果（恩

恵）を実感できない」12）という弱点と本質的に
同じだと思われる．

また，どのように集団アプローチを実現するか
という現実的な問題がある．同様の指摘は UD
に関してもいえる．個々の製品などの UD 化は
大幅に進歩しているが，UD の考え方そのものを

「国民全体に普及啓発し実践する」戦略が未だ不
十分である．この点でブラント 1）の挙げる，①
国を挙げての協力体制，②分野ごとの特別な戦略，
③注意喚起，④知識普及，⑤専門家の教育，⑥研
究開発，⑦法規制，⑧国際協力，というデンマー
クでの UD 導入戦略は参考になる．
「BF の時代から UD の時代へ変わる」「UD は

BF の上位概念である」という表現を見かけるが，
UD が BF に取って代わると考えるのは適切でな
い 4）．現にバリアがある（しかも，完全に消失す
ることも考えにくい）以上，これを除く作業は絶
対に必要だからである．また，UD が全ての人を
カバーするというのはあくまでも理念上の話であ
る．現実には補助器具や補助技術は必要である．
以上より，UD と BF は誰もが快適に暮らせる社
会を作るために，相補的関係にある 9）と考える
方が良い．

４．５　集団全体を変化させる要因
図 3 を見ると，標準の仕様に適応できる人とそ

うでない人が明確に区分されるように見えるかも
しれない．しかし，これは概念図であり現実には
様々な要素が関係する．また，適応できない項目
が異なれば，斜線部分に入る人は異なる 2）．

検査値をもとにしたハイリスクアプローチであ
れば，一定の値以上を異常値としてハイリスク集
団を機械的に決めることになる．しかし，この境
界も治療技術の進歩や治療効果の意義で変わる．

それでは，図 3 で集団全体を左に動かすために
はどうすればよいか．UD であれば製品や建築物
に関する法的規制と民間企業の努力（高齢者市場
を利益の対象と考えるか）の兼ね合いで決ま
る 10,26）．また，企業努力の場合には市場原理だけ
でなく企業イメージ（ないし社会的責務）に対す
る外部評価が働く限り山を左に動かし得る．これ
以外に，主流製品がカバーする範囲を支援技術の
範囲（領域）まで公共調達で賄う方法があ
る 10,26）． 

一方，当事者支援の場合，一般には市場原理が
働きにくいので，法的規制が無い場合には支援者
の努力で決まる．当事者主体の活動は，行政のサ
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ポートがあっても多くはボランティア活動や有料
のサポートに頼るため，なかなか山を動かすこと
が難しい．古瀬 3）が指摘するように人件費の無
駄を考える必要がある．これを解決する方法の一
つは，アメリカの様に政府機関が当事者主体の活
動に大きな研究助成をする 13）ことだと考える．

４．６　新公衆衛生運動とユニバーサルデザイン
厚生労働省の健康日本 21（総論）34）を参考に

概説する．1974 年のラロンド報告書（カナダ）は，
従来の疾病予防から健康増進へと公衆衛生活動の
重点を移し，疾病の原因を長期にわたる多要因に
求めた．これを期に，新公衆衛生運動が欧米に拡
がる．この運動が世界的潮流となった理由として，
疫学の発達による病因の解明，公民権運動，人権
運動による住民参加の高まりなどが挙げられ
る 34）．そして，疾病予防の活動は保健医療関係
者だけでなく様々なステークホルダー（地域住民，
行政，企業など様々な利害関係者）を巻き込んで
活動するという，新たな視点が提示された．

その後，アメリカがとった国民健康政策
（Healthy People）では，個人の生活習慣改善に
よる健康の実現に重点を置いた．しかし，1980
年代の後半になると，個人の努力に基づく予防活
動の限界が見えてくる．即ち，予防は個人のみで
実現できるものではなく，社会環境の整備が必要
だと認識され，自己責任論への批判が起きる．
1986 年に WHO（世界保健機関）ヨーロッパ事
務局のキックブッシュらは，町全体の環境を健康
増進に寄与するように改善された健康都市

（Healthy City）を想定し，ヨーロッパを中心に
環境改善運動の推進を提案した．

この運動はヨーロッパから世界に拡がった．同
年，健康増進を個人の生活改善に限定してとらえ
るのではなく，社会的環境の改善を含むことを確
認し，オタワ宣言として採択された．その後，環
境整備によってそれぞれの国民の健康を改善しよ
うとする国が増加する．

2013 年度より開始された健康日本 21（第二
次）33）においても，健康寿命の延伸と健康格差
の縮小に向けた基本戦略として，個人の努力とと
もに個人を取り巻く社会環境の改善を前面に打ち
出している．

これらの流れは UD の思想や進化と同じ方向
を向いている．暮らしやすいまちづくりを考える
際に，モノから取り組んできたのが UD であり，
保健医療などのサービス提供から取り組んできた

のが公衆衛生学ということになる．
以上より，UD や BF と公衆衛生学の間には，

環境整備による社会参加（これを裏打ちする保健
医療福祉政策）という考え方だけでなく，人権問
題など思想背景や歴史的変遷においても共通点を
見出すことができる．Design for All を目指すの
が UD であるとすれば，Health for All （WHO
のアルマ・アタ宣言，1978 年）を目指すのが公
衆衛生学である．

５．当事者支援への応用
５．１　当事者支援とユニバーサルデザイン

著者らは，科学的根拠と当事者主体（地域参加
型実践研究）をキーワードに，長年にわたり多胎
育児支援と男性介護者支援に関わってきた 14）．
支援の対象は異なるものの，支援の戦略や支援の
過程で浮かび上がる課題には多数の共通点を見出
している．当事者支援の基本戦略の一つが集団ア
プローチである．これまでの説明でわかるように，
UD の考え方や実現に向けての具体的方策はその
まま当事者支援に応用することができると思われ
る．

園田 1）は今までの建物づくり，まちづくりの
問題点として，①利用者ニーズの把握の欠如，②
決定のプロセスの不透明性，③特別な対応への逃
げ込み，を挙げている．特別な対応への逃げ込み
というのは，何か特別な対策を講じることにより，
より普遍性の高い対応に着手することを忌避する
ことである．

UD を実現する方法として，高橋 35）は，①公
平な社会デザイン（参加者を区別しない），②選
択可能なデザイン（サービスや情報選択の自由
度），③参加によるデザイン（個人の参加による
個別ニーズの把握），④魅力あるデザイン，を挙
げており，UD のゴールは様々な市民の自己実現
であるとする．園田 1）は，①より多くの選択肢
の提供，②共通のベースに対する様々なオプショ
ンの提供，③汎用性の高いデザインの提供，を挙
げている．さらに，川内 22）は UD の実現には社
会的仕組みの変化が必要であり，「継続的改善」
によるスパイラルアップという概念を用いて極め
て詳細な考察を行っている．

以上の諸点は，モノ（づくり）やデザインとい
う単語をひと（づくり）や支援（サポートないし
サービス）という単語に置き換えれば，健康課題
を持つ当事者支援を考える場合にも，非常に良く
当てはまる．
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５．２　ユニバーサルデザイン的な発想の具体例
ここでは BF を含めて広く UD の考え方を当事

者支援に取り入れる具体例を考える．これには 2
通りの方法がある．一つは原義通りに，物理的な
バリアの除去であり製品の開発である（モノづく
り，ハード面）．他方は，UD の理念的背景であ
るサービスや配慮の向上である（ひとづくり，ソ
フト面）．それぞれ創造力と想像力に対応すると
いえるかもしれない．

例えば，多胎乳幼児の養育者は外出困難になり
がちである 14）．これが育児不安や育児困難を増
加させる一因となる．その場合に，ハード面の問
題が無視し得ない．エレベーターがない住居で二
人（以上）の乳幼児を一人で同時に連れ出すこと
は危険かつ困難である（別々に連れ出すことも別
の危険が伴う）．また，買い物に行っても二人乗
りのベビーカーでは利用できない狭いエレベー
ターは少なくない．横並び型ベビーカーでは通過
できない電車の改札やスーパーマーケットのレ
ジ，狭い通路もある．これまで多くの場合，こう
した困難はボランティアという「人手」で解消し
てきた．しかし，エレベーターが設置されている
住居を困難に思う人はいないだろうし，車いす利
用者なども想定して通路の幅や空間を広くし，段
差を解消するなどの工夫をすれば，必ずしも人手
に頼る必要はなくなる．あるいは状況に応じて横
並びでも縦並びでも兼用可能なベビーカーを試案

（発想）することも考えられる．
ソフト面でいえば，例えば，産科で実施する妊

婦教室を両親教室とすることで父親のアクセシビ
リティが確保される．また，妊婦（両親）教室を
実施する場合でも，単胎妊娠と全く妊娠経過の異
なる多胎妊婦の場合には，話の内容が当てはまら
ず疎外感を感じることが多い 14）．場合によって
は有害なこともある（「安静」を文字通りゆっく
り休む程度に考えて早産になるなど）．この場合，
多胎妊婦にとっては，アクセシビリティはあるが
ユーザビリティがない．一種の「特別扱い」的に
多胎妊婦教室を別に企画するという考え方もある
が，医療職の時間的な負担もあるし，単胎妊婦と
気持ちを共有する機会もなくなる．通常の妊婦教
室で簡単に多胎妊娠について触れるなどの工夫も
考えられる．

これらは，「解答」（正解）を求めているわけで
はない．当事者の「回答」（声やニーズ）をもと
に育児支援のデザインを考え続けるプロセスが大
切であり，これが UD 的発想だということである．

実際に当事者支援を行えば同様な事例はいくらで
も出てくる．

川内 2）は UD を考える際に，個別のモノに対
する単体のユニバーサル，それがどのようなシス
テムの下で使われるのかというシステムのユニ
バーサル，さらにそれらを包含する全体のユニ
バーサルといった階層的な視点が重要であると指
摘する．そして，単体のユニバーサルはシステム
のユニバーサルの中にあることでその特性を発揮
できる．

簡単な例でいえば，個別の育児支援が内容の良
いものであっても，申し込み方法が複雑であれば
使い勝手が悪い．申し込み方法が便利であっても，
どのような育児支援の選択肢があるのか，全体像
が見えなければ全体としてはユニバーサルでな
い．

６．おわりに
以上，国際的な潮流である UD と公衆衛生学

における集団アプローチの考え方の類似性を述べ
た．UD 自体に画期的な斬新さはないかもしれな
いが，「ユニバーサル」というわかりやすい単語
を用い，これを言語化してきたことの意義は大き
い．程度の差の問題であるが，これまでモノ（ハー
ド）に比重を置いてきたのがデザインであり，ひ
と（ソフト）に比重を置いてきたのが公衆衛生学
における保健医療サービスや当事者支援である．
しかし，ひとはモノを使うし，モノは使うひとが
あって初めて意味を成す．それゆえ両者が有益な
示唆を提供し合い，補完していくことは当然の帰
結と思われる．
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Syuichi OOKI，Kiyomi HIKO

The Similarities between Universal Design and 
Public Health Approach

Abstract
　Universal design is the concept of designing products or environments for all people to use as 
easily as possible. It originated in the fields of architectonics and engineering and spread in the late 
1980s. Universal design differs from barrier-free design in that universal design is an approach for 
all users, while barrier-free design is an approach aimed specifically at users who have some 
difficulty in using a particular product or architectural structure. These two design concepts are 
not mutually exclusive. It is important to adopt universal design as a basic approach and to use 
barrier-free design as a supplementary approach. The relationship between barrier-free and 
universal design is comparable to that between the high-risk approach and the population approach, 
or between secondary/tertiary prevention and primary prevention in public health. The concept of 
universal design has spread and has had a ripple effect on many academic and practical domains. It 
also provides useful suggestions for both hardware （physical aspect） and software （human aspect） 
when supporting people with health problems or when conducting community-based participatory 
research in the field of health care.
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with health problems
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